
　8月27日の中教審答申に各方面から批判が相次いでいま
す。春日井教労の訴訟を通して公務員の労働基本権の問題と
向き合っている愛教労としては、公務員の＜任用＞という仕組
みにこそ根本的な問題があると指摘します。 
　民間の＜雇用＞の場合、基本にあるのは私法上の＜契約＞で
す。契約は、双方が合意しなければ成立しません。一方、任用
においては、個々の職員ないし組合と任命権者との間に契約関
係がなく、任用制度の体系は法令（公法）で規定されて
います。 
　それに対して、公務員の働き方は当局が勝手に決め
る部分が非常に大きいと言えます。昨今の教員不足と
いう現状を考えると、そのマイナス面が一気に噴出し
てきたように感じます。 
　短期的には、中教審の中に教員の労働問題につい
て議論する部会を設けるとともに、その中に一般教
員からの公募委員を入れるなどして、現場の意見を
教育行政に反映させるべきではないでしょう
か。そして中・長期的には、地方公務員法
改正による任用制度見直しや労働基本権回
復が必要でしょう。　
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